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道内景気は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は弱め

の動きとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩

やかに持ち直している。住宅投資は弱めの動きとなっている。設備投資は、緩やかに持ち直

している。公共投資は、増加している。輸出は、弱含みとなっている。観光は、来道者数、

外国人入国者数ともに前年を下回り、増勢が鈍化している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、３３か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～５か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、９月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を８．０ポイン

ト上回る４９．３に上昇した。横ばいを示す５０は

７か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．６ポイント上回る４２．１となった。横ばい

を示す５０は６か月連続で下回った。

８月の鉱工業生産指数は９３．２（季節調整済

指数、前月比▲０．７％）と３か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲７．１％と６か

月連続で低下した。

業種別では、電気機械工業等７業種が前月

比低下となった。鉄鋼業等８業種が前月比上

昇となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～３か月ぶりに増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～４か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

８月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．１％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比▲２．４％）は、身の回り

品、飲食料品、その他が前年を下回った。

スーパー（同＋０．７％）は、衣料品、飲食料

品、その他が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．９％）

は、１０か月連続で前年を上回った。

８月の乗用車新車登録台数は、１２，８６６台

（前年比＋１．０％）と３か月ぶりに前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋０．７％）、

小型車（同▲７．５％）、軽乗用車（同

＋１０．７％）となった。

４～８月累計では、７６，５５９台（前年比

＋０．２％）となった。内訳は普通車（同

＋５．０％）、小型車（同▲４．４％）、軽乗用車

（同＋０．７％）となった。

８月の札幌ドームへの来場者数は、３６６千

人（前年比▲２．８％）と４か月ぶりに前年を

下回った。内訳は、プロ野球２３９千人（同

▲６．７％）、サッカー５５千人（同▲１７．９％）、

その他が７２千人（同＋３４．３％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～５か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

８月の住宅着工数は３，１８６戸（前年比

▲６．９％）と２か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１１．２％）、貸家

（同▲１１．８％）、給与（同▲２９．７％）、分譲

（同＋２５．９％）となった。

４～８月累計では１６，７８４戸（前年比

▲４．２％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同＋４．５％）、貸家（同▲１７．４％）、

給与（同＋７．８％）、分譲（同＋４０．８％）と

なった。

８月の民間非居住用建築物着工面積は、

１７８，４８４㎡（前年比＋３３．７％）と３か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋１１．２％）、非製造業（同＋３６．３％）であっ

た。４～８月累計では、９７６，１９７㎡（前年比

＋９．４％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋１６．９％）、非製造業（同

＋８．６％）となった。

９月の公共工事請負金額は５０３億円（前年

比＋１８．４％）と５か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋４６．９％）、独立行

政法人（同＋１，０５６．３％）、道（同＋２．１％）、

市町村（同＋１４．３％）、地方公社（同全増）

が前年を上回った。その他（同▲６．２％）が

前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１１月号

ｏ．２８０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2019.10.16 15.35.55  Page 3 



航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～９か月ぶりに減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月ぶりに減少

貿易動向

（資料：函館税関）

８月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，５３１千人（前年比▲０．１％）と２か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同＋０．８％）、JR（同▲１０．８％）、フェ

リー（同＋０．５％）となった。

４～８月累計では、６，２７２千人（同

＋２．０％）と前年を上回っている。

８月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１４２，８００人（前年比▲２０．４％）と９か月

ぶりに前年を下回った。４～８月累計では、

７８５，９５７人（同＋０．８％）と前年を上回ってい

る。

空港・港湾別では、新千歳空港が１２９，２３８

人（前年比▲２０．８％）、旭川空港が２，４２６人

（同▲６５．４％）、函館空港が７，８７９人（同

▲７．３％）だった。

８月の貿易額は、輸出が前年比▲４２．４％の

２２５億円、輸入が同▲３９．０％の９６４億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼、鉱物性タール・粗製薬品、

有機化合物などが減少した。

輸入は、航空機類、石油製品、石炭などが

減少した。

輸出は、４～８月累計では１，３１０億円（前

年比▲２３．８％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１１月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月ぶりに減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～３３か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．２２倍（前年比＋０．０４ポイント）と１１５

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲２．０％と２か月ぶ

りに前年を下回った。業種別では、卸売業・

小売業（同▲１４．１％）、建設業（同▲９．２％）

などが前年を下回った。医療・福祉（同

＋３．２％）などが前年を上回った。

９月の企業倒産は、件数が１１件（前年比

▲３５．３％）、負債総額が２６億円（同＋１１．３％）

だった。件数は２か月ぶりに前年を下回っ

た。

業種別ではサービス・他が６件、運輸業が

２件などとなった。

８月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．７（前月比＋０．１％）となっ

た。前年比は＋０．５％と、３３か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、８月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（８月１０日）時点で前月比、灯

油・ガソリン価格ともに値下がりした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１１月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０１９年７～９月期 実績

前期に比べ、売上DI（△３）、利益DI

（△８）ともに変動はなく、業況に足踏

みがみられる。食料品製造業、ホテル・

旅館業で業況が後退した一方、木材・木

製品、鉄鋼・金属製品・機械、卸売業、

運輸業で業況の持ち直しが見られた。

２．２０１９年１０～１２月期 見通し

前期に比べ、売上DI（△６）は３ポ

イントの低下、利益DI（△９）は１ポ

イントの低下と、先行きの見通しに慎重

さが見られる。製造業は売上DI、利益

DIともに低下の見通しのほか、非製造

業も売上DI低下の見通し。

項 目
２０１６年
７～９１０～１２

２０１７年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

売上DI △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △６
利益DI △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △９

定例調査

業況に足踏みがみられる
第７４回 道内企業の経営動向調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０１９年７～９月期実績）

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 業況に足踏みがみられる。
売上ＤＩ △３ △６ △３ △３ ０ △６
利益ＤＩ △１５ △１１ △８ △８ △３ △９

製造業 食料品製造業は業況後退。木材・木
製品、鉄鋼・機械・金属は持ち直し。

売上ＤＩ △１４ △１４ △５ △４ △６ △７
利益ＤＩ △１６ △１４ △９ △２ △４ △８

食料品 売上DIがマイナス圏に低下。水
産、食料品製造業が弱い動き。

売上ＤＩ △５ １３ ５ △１２ １１ ５
利益ＤＩ ３ １４ △５ △５ ２１ ２

木材・木製品 木製品に持ち直しの動き。
売上ＤＩ △１２ △３０ △２８ △１０ △１７ △１５
利益ＤＩ △２５ △２５ △２２ △１０ △１７ △１５

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼、金属が売上DI・利益DIと
も回復。

売上ＤＩ △１５ △１０ １４ ２０ △９ △６
利益ＤＩ △１５ △１３ ６ ２０ △９ △９

非製造業 建設業、小売業、ホテル・旅館業の業況が
後退。非製造業全体では横ばい圏の動き。

売上ＤＩ １ △３ △３ △３ ３ △６
利益ＤＩ △１５ △９ △７ △１０ △２ △１０

建設業 公共工事が持ち直しの一方で、民間
工事は業況後退。住宅に一服感。

売上ＤＩ ０ △１５ △５ △７ △６ △２
利益ＤＩ △１８ △２３ △１２ △１３ △６ △１０

卸売業 売上DIがプラス圏に上昇。その
他卸売業が持ち直し。

売上ＤＩ ７ △５ △２ ８ ７ △９
利益ＤＩ ４ △１４ △７ △３ ０ △１２

小売業 大型店、自動車店、食品小売業の売上
DIが上昇の一方で、燃料店が業況後退。

売上ＤＩ １８ ０ △９ △１０ １１ △１８
利益ＤＩ △１６ △２ ２ △１８ １１ △２２

運輸業 貨物、旅客ともに業況が改善。
売上ＤＩ △７ １２ △７ ７ ４ １７
利益ＤＩ △２３ △８ △１８ ３ △１１ １７

ホテル・旅館業 売上DIがマイナス圏に低下。利
益DIも悪化傾向。

売上ＤＩ △４３ ８ １７ △１４ １７ △２９
利益ＤＩ △７１ ８ △８ △１４ ０ △２９

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１７年
４～６

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ ３ １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ ０ △６
利益ＤＩ △４ △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △３ △９

札 幌 市
売上ＤＩ ４ ４ ６ △１ △４ △２ １ △６ ０ ７ ６ △６
利益ＤＩ △１０ △５ △１２ △１６ △１６ △１６ △７ △９ ０ △５ ４ △６

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ １３ １０ ３ ６ １５ １８ △１ △５ △５ △５ △１６ ０
利益ＤＩ ８ △８ △３ △３ ４ ８ △１３ △９ △１４ △３ △１１ △５

道 南
売上ＤＩ △１５ △４３ △１３ △２９ △１３ △１５ △５ １０ １６ △１９ １８ △１９
利益ＤＩ △２１ △４６ △３６ △３６ △２７ △３５ △４９ △１５ △１１ △２６ △３ △１７

道 北
売上ＤＩ △７ ４ １１ △１０ ０ △２ ４ △９ △６ △１２ ０ △３
利益ＤＩ ０ ４ ２ △６ △２ △２ １３ △４ △６ △８ △４ △１２

道 東
売上ＤＩ ８ ３ １０ ０ △２０ △１５ △１８ △１４ △１９ △７ △２ △１０
利益ＤＩ ０ ０ △３ △１７ △２６ △２５ △３６ △１９ △１９ △９ △５ △１６

定例調査
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小売業木材・木製品

鉄鋼・金属製品・機械

＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６６％） ＋１ 非製造業では５回連続で全業種１位。食料品製造業（５０％）では２回
連続で低下。

�人件費増加（４０％） ＋０ 非製造業で２位。建設業（５１％）で１０ポイント上昇。

�諸経費の増加（３９％） ＋０ 製造業、非製造業ともに３位。横ばい圏の動き。

�原材料価格上昇（３６％） △７ 製造業（５３％）で１位だが、８ポイント低下。非製造業でも低下傾
向。

�売上不振（２７％） △１ 木材・木製品（２５％）が１９ポイント低下の一方、ホテル・旅館業
（５０％）は２５ポイント上昇。

�過当競争（２３％） ＋４ ホテル・旅館業（３６％）で１１ポイント上昇。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７４回定例調査（２０１９年７～９月期実績、２０１９年１０～１２月期見通し）
回答期間：２０１９年８月中旬～９月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ② ② ① ① ① ① ① ① ① ① ①
６６ ５０ ５０ ５０ ５４ ４０ ７２ ８８ ５７ ５８ ８０ ７９ ７３
（６５）（５８）（６２）（４４）（６２）（５５）（６７）（８０）（４８）（６２）（８２）（７５）（６４）

�人件費増加
② ③ ③ ② ② ② ② ③ ②
４０ ３９ ４８ ３５ ２６ ５０ ４１ ５１ ３３ ４０ ３７ ４３ ３４
（４０）（３９）（４９）（２８）（２９）（４５）（４１）（４１）（３５）（４３）（３６）（５８）（４５）

�諸経費の増加
③ ③ ② ③ ③ ③ ② ② ③
３９ ４０ ４５ ４０ ３４ ４０ ３８ ３３ ４３ ３３ ６０ ４３ ３０
（３９）（４２）（５４）（４４）（３５）（３０）（３８）（３４）（４５）（３６）（５７）（４２）（２６）

�原材料価格上昇
① ① ③ ② ① ③ ③ ③

３６ ５３ ６４ ３５ ４９ ５５ ２８ ２４ ３５ １７ ５０ ４３ ２０
（４３）（６１）（７６）（５６）（５３）（５５）（３５）（２９）（４２）（３８）（５０）（４２）（２４）

�売上不振
② ③ ② ②

２７ ２９ ２６ ２５ ２３ ５０ ２７ １８ ３５ ２７ １０ ５０ ３４
（２８）（２９）（２２）（４４）（２１）（４５）（２７）（２６）（３０）（３６）（１４）（２５）（２６）

�過当競争
③

２３ ２０ １４ １０ ２３ ３５ ２５ ２２ ３３ ３８ ７ ３６ １６
（１９）（１２）（１１）（６）（１８）（１０）（２２）（１９）（２７）（３３）（７）（２５）（１７）

�販売価格低下 ８ ９ ５ ５ １７ １０ ８ １ ５ ２１ ３ １４ ９
（７）（６）（３）（－）（１５）（５）（７）（３）（１５）（１０）（４）（－）（５）

	設備不足 ５ １０ １２ １０ １４ ０ ３ １ ７ ０ ０ ０ ５
（５）（９）（５）（－）（１８）（１０）（３）（３）（２）（－）（７）（８）（５）


価格引き下げ要請 ５ ４ １０ ０ ３ ０ ５ ６ １２ ０ ３ ７ ２
（４）（４）（５）（－）（６）（－）（５）（４）（１２）（－）（４）（－）（２）

�資金調達 ４ ５ ７ １０ ３ ０ ４ ２ ３ １０ ３ ０ ２
（５）（５）（５）（６）（６）（－）（５）（４）（５）（１０）（－）（８）（２）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ５ ０ ０ ０ ２
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（２）（－）（３）（２）（－）（－）（２）

その他 ３ ５ ２ １５ ３ ５ ３ ２ ３ ６ ０ ０ ０
（１）（２）（－）（－）（３）（５）（１）（１）（３）（－）（－）（－）（－）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４０４ １００．０％
札幌市 １５０ ３７．１ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９３ ２３．０
道 南 ４３ １０．６ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５９ １４．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ５９ １４．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９１ ４０４ ５８．５％
製 造 業 １９３ １１７ ６０．６
食 料 品 ６８ ４２ ６１．８
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２０ ６４．５
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３５ ５９．３
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２０ ５７．１
非 製 造 業 ４９８ ２８７ ５７．６
建 設 業 １３９ ８５ ６１．２
卸 売 業 １００ ６０ ６０．０
小 売 業 ９１ ５１ ５６．０
運 輸 業 ５１ ３０ ５８．８
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １４ ４０．０
その他の非製造業 ８２ ４７ ５７．３

業種別回答状況

定例調査

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１１月号

ｏ．２８０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2019.10.08 19.01.11  Page 14 



今回の調査では、業種によって動きの違いがあるものの、総じて業況に足踏みが見られま

した。昨年の胆振東部地震からの持ち直しや、消費税増税前の駆け込みの動きが見られた一

方、依然として人手不足やコスト上昇などが収益を押し下げる様子が見られました。各企業

では、変化する環境に対応するため、生産体制・販売戦略・働き方改革への対応・経費削減

策など、様々な声が聞かれています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

＜飲料品製造業＞ 原材料費、運賃、人件費

が高騰しているため、製品価格の値上げ交渉

を行っている。今後、製造工程の自動化と効

率化を図り、少ない人員で製造できるように

する。

＜水産加工業＞ 昨年の震災の影響（９～１１

月）が大きく売上・利益とも増加するが、原

料高が続いており利益率は決して上向きとは

言えない。材料・諸経費等の無駄をなくし、

コストカットに努める。

＜水産加工業＞ 前浜原料の減産により売上

減となり、資金繰りにも悪い影響が出る可能

性がある。

＜製材業＞ 販売管理システム、３D CAD

の導入、新規事業の受け入れ等々により収益

の維持を図る。

＜木製品製造業＞ 主要製品以外の受注が多

く利益につながったが、技術者及び設備、機

械の能力を上回り、断る仕事も幾つかあっ

た。今後、技術者の育成、設備投資等を検討

している。

＜木製品製造業＞ 消費税増税前の駆け込み

があり多少売上増となった。１０～１２月はその

反動が予想されるが、国の施策の「住宅エコ

ポイント」などで影響は限定的と見込んでい

る。

＜金属製品製造業＞ 金属加工から塗装まで

の一貫作業を強みとしており、本州企業から

のオファーにも現地打合せ対応とすることで

受注を確保。環境関連の商品について、今後

の受注拡大を期待している。

＜機械器具製造業＞ 受注量で伸び悩む一

方、単価はそれなりの水準で推移出来てい

る。９月から繁忙期となるため、取りこぼす

ことなく利益を積み上げていきたい。

＜機械器具製造業＞ 自動車業界がEV化を

加速しているため、内燃機関に用いられる部

品以外にも力を注ぐ必要がある。

＜ゴム製品製造業＞ 売上は増加見込みにあ

るが、生産が需要に追い付いていない。従業

員の補充をしたいが、人員不足が深刻であ

る。

経営のポイント

変化する環境への対応が課題に
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

＜肥料製造業＞ 原魚の漁獲量が上がってい

ることで、魚粉在庫が順調に確保出来ている

反面、出荷が伸び悩んでいる。今後は販売先

の確保に向け、新たなアプローチが必要と考

えている。

＜印刷業＞ 原材料、仕入の値上りにより、

利益等の圧迫が懸念される。

＜建設業＞ 管内（道南）での工事量が多

く、業界・当社とも順調であるが、ここ１～

２年がピークと考えられ、将来の工事量減

少・競争激化が懸念される。

＜建設業＞ 売上・利益ともに好調に推移し

ているが、問題点は下請け業者の職人不足。

土木工事では普通作業員・運転手・交通誘導

員、建築工事では職人不足が深刻になってい

る。外国人実習生も熟練工ではないので問題

は早期に解決しない。今後の受注について

も、下請け業者が対応出来るか検討する必要

がある。

＜管工事業＞ 計画している売上を確保する

為に、発注情報をいち早く押さえるよう心掛

けている。消費増税に備え、増税後の発注状

況にも注視する。

＜電気工事業＞ 官公庁を中心とする受注額

の増加・利益改善等により、概ね好況が続い

ている。一方、下請業者・自社内の人手不足

が慢性的に続く中、労務単価・人件費コスト

の上昇や、人員確保のための交渉力・競争力

が課題となっている。

＜住宅建築業＞ 人手不足による予定工期の

遅れが多くなってきており、働き方改革の動

向が気になる。業務の見直しによる効率化を

図り、工期や生産性の向上へつなげる取組み

を行う。

＜食料品卸売業＞ 仕入価格の値上げと共

に、海産物の枯渇からくる商品の生産終了が

相次ぎ、海産物以外の商品へシフトしていか

なければならない。

＜建材卸売業＞ 働き方改革に伴う労働時間

の管理徹底により、今後は一人当たりの生産

性が低下し、大きな影響が出ると思う。市況

と合わせ、まだ妥協点を見いだせない。

＜塗料卸売業＞ 価格競争となる案件が多

く、出荷量・売上・利益ともに減少。今後、

①残業時間短縮・休日出勤削減による労務費

抑制、②交際費をチーム別に予算化し、前年

同期比９０％に目標再設定、③外注費・コンサ

ルタント費等の間接経費の抑制を図る。

＜ビニール製品卸売業＞ 景気減速により物

の動きが鈍くなっており、売上は減少傾向に

ある。新規顧客の開拓や、新商品の開発に注

力する。

＜作業用品卸売業＞ 積極的な新規・深耕活

動、販売価格の適正化推進を行なってきた結

果、仕入価格・運搬費上昇はあるものの、売

上・利益は順調に増加している。今後も、同

施策を着実に推進していく。

経営のポイント
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７．小売業

８．運輸業

９．その他非製造業

＜燃料小売業＞ 仕入に合わせた価格設定を

心掛けているが、同業他社との競争の中で販

売価格を引き下げざるをえないケースがあ

り、利益率が上がらない。現状商品全般的に

薄利多売で利益を積み上げていく傾向にある

ため、個々の商品の利益率を上げるように心

掛けた営業活動が必要。

＜タイヤ販売店＞ ８月より各メーカーがタ

イヤ価格を５％値上げしており、値上げ前の

駆け込み需要による売上が一時的に伸びた。

今後は消費税の駆け込みが予想されるが、需

要の前倒しのため年間を通じての本数はそれ

ほど伸びないと思われる。

＜コンビニエンスストア＞ 増税によるシス

テム移行、その他全般に関わる煩雑さに大変

苦労している。地の利を生かして、地域一番

を常に従業員に心がけて行動してもらう。

＜運輸業＞ 当社の大宗貨物である農産物が

平年並みに推移しており、不作の昨年に比べ

大幅に収益が伸びると思われる。懸念材料

は、設備の老朽化に伴う修理・購入費用の増

加と、人材不足である。

＜タクシー業＞ 退職者増により売上低下傾

向だが、人件費が比例して減少しているため

利益幅は前年並み。今後は人員不足を解消し

て売上・利益増を図るため、事業内容の見直

しや待遇改善、柔軟な働き方を選択できるよ

うな環境整備を行う予定。

＜廃棄物処理業＞ 消費税の駆け込み需要が

ある取引先の売上増加の影響により、間接的

に売上増加につながっている。また、近年取

組んだ経費圧縮策の効果もあり好調な業績を

維持している。将来的に先細りとなる部門が

あるため、それに代わる新規事業を業績の良

いうちに研究し取り込みたい。

＜観光施設運営業＞ 昨年は震災で大きく売

上を落としたため、９～１０月は増収になると

予想する。一方、ふっこう割の効果で大きく

売上を伸ばしたため、１１月以降は非常に厳し

いと思われる。

＜ソフトウェア開発業＞ 増収の一方、外注

費も増加しており、利益面については課題が

山積している。①人手不足、②諸経費の増

加、③社内システムの見直しによる設備投

資、④販売価格の据え置き等、原価と一般管

理費の増加によるダブルパンチである。

＜建設コンサルタント業＞ 売上・利益は比

較的落ち着いている。人員は過剰感がある

が、若手・中堅層が不足しているため、調整

していかなければ技術力の低下を招く。ま

た、若手の戦力化・高齢者の有効活用が今後

ますます必要になる。

経営のポイント
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資料：札幌市

１．札幌市の民泊の状況

一般の住宅に旅行者らが有料で宿泊できる「民泊」を解禁する住宅宿泊事業法が施行されて６

月１５日で１年がたちました。観光庁のまとめでは６月７日現在で、民泊の届け出数は全国で１万

６，３１８件、このうち北海道内は２，２９３件で、都道府県別では東京の５，５５０件、大阪の２，５７７件に続く

第３位となっています。そして、北海道の２，２９３件のうち約８割の１，８２９件が札幌市に集中してお

り、これは民泊の監督権限をもつ全国１０３自治体のうち大阪市の２，４１８件に次ぐ件数になっていま

す。

先日の「ラグビーワールドカップ２０１９日本大会」の札幌での試合の時も、多くの海外からのお

客様がこの民泊を利用し、北海道を楽しんでいただいたのではないでしょうか。

今回はこの「民泊」について様々な観点から考えてみたいと思います。

札幌市が公表した「住宅宿泊事業（民泊）の宿泊（営業）実績」によると、平成３１年４月１日

～令和元年５月３１日までの６１日間の宿泊者数（実人数）は２９，０１０人。延べ宿泊者数は７２，８２４人

（平均宿泊数約２．５泊）。施設の平均営業日数は１４．４日でした。

また、国別についてみると、１位は日本の７，００９人ですが、全体（２９，０１０人）の２４．２％に留ま

り、残り７５．８％を外国人が占めています。

札幌市が公表している「２０１８年度来札観光客数」によると、２０１８年度の札幌市全体での宿泊者

数（実人数）は８，１４１，０００人。このうち外国人は２，７１８，８１１人でその占める割合は約３３．４％。ま

た、外国人観光客の延べ宿泊数は３，６０５，３３５人で、これを基にした平均宿泊数約１．３泊となります

ので、この札幌市内の一般の宿泊施設と比べると、札幌の民泊施設は主として外国人観光客が２

経営のアドバイス

北海道の「民泊」の現状と、空き家対策としての「民泊」
一般社団法人 日本不動産研究所 北海道支社

支社長 遠藤 公正
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～３泊で連泊し、道内の観光の拠点として活用されている実態がよく見えてきます。

２．民泊とホテル等との違いは

民泊は、一般の自宅や空き家・別荘・マンションの空室などを宿泊施設として提供することを

指します。

日本に先駆けて民泊が一般化している欧米を中心とする国々では、「シェアリング・エコノ

ミー」という概念が定着しており、これが民泊を一般化させる要因のひとつになっています。

「シェアリング・エコノミー」とは、個人が保有している「モノ」「場所」「スキル」「時間」など

で使われていないものを、インターネットを介して個人間で貸し借りするサービスを指します。

空いている部屋や家のシェアリング・エコノミーである民泊が普及していけば、地球環境や社会

にとって良い影響を及ぼす（新たに宿泊施設を建設することなく、既存の住宅を活用できる）と

考えられています。

我が国においては、近年急増する訪日外国人観光客の多様な宿泊ニーズへの対応や、少子高齢

化社会を背景に増加している空き家の有効活用といった地域活性化の観点から、いわゆる民泊に

対する期待が高まっています。

一方で、既存の住宅に旅行者等を宿泊させるにあたっては、感染症まん延防止等の公衆衛生の

確保や、地域住民等とのトラブル防止に留意したルールづくりはもとより、旅館業法の許可が必

要な旅館業に該当するにもかかわらず、無許可で実施されているものもあることから、その対応

の必要性が生じて問題となっていました。

これらの課題を踏まえ、一定のルールの下、健全な民泊サービスの普及を図るため、平成２９年

６月に住宅宿泊事業法（平成２９年法律第６５号）が成立しました。

この住宅宿泊事業法が、平成３０年６月に施行されて以降、日本国内でいわゆる民泊を行う場合

には、

Ａ．旅館業法の許可を得る

Ｂ．国家戦略特区法（特区民泊）の認定を得る

Ｃ．住宅宿泊事業法（民泊新法）の届出を行う

から選択することとなりました。

このうち「Ｂ．特区民泊」は対象地区が限定的な話ですので、ここでは「Ａ．旅館業法の許可

を得る」と、「Ｃ．住宅宿泊事業法の届出を行う」について比較してみたいと思います。

Ａ．については、旅館業法における旅館業はホテル営業、旅館営業、簡易宿所営業、下宿営業

に分けられます。このうち、Ｃ．と競合すると思われるのは、４室以下の客室を基準とする「簡

易宿所営業」でしょう。

旅館業法に基づく簡易宿所の営業許可を取得すれば、１年中、最短１泊２日から旅行者を宿泊

させることができます。従来は民泊を事業として考える場合、簡易宿所の営業許可の取得が第一

の選択肢となっていました。具体的にはゲストハウス・シェアハウス等をイメージしていただく

のが良いかもしれません。

ただ簡易宿所の許可を取得するには、旅館業法上（各自治体の条例を含む）の要件や建築基準
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法、消防法等様々な要件をクリアする必要があり、そのハードルは宿泊施設の事業経験のない方

にとって、決して低いものではありません。

また、住宅宿泊事業法の施行にあわせ、旅館業法の改正（緩和）が行われました。大きな改正

点として以下があげられます。

① 最低客室数の廃止

たった１室でも旅館業として認められることになります。これにより小規模運営者も旅館業

を営めることとなりました。

② １客室の最低床面積の緩和

１客室の最低床面積（ホテル営業：洋式客室９㎡以上、旅館営業：和式客室７㎡以上）を、

７㎡以上とする。

③ 洋室の構造設備の要件の廃止

④ 暖房の設備基準の廃止

ホテル営業の施設における暖房の設置要件を廃止する。

⑤ 便所の設備基準の緩和

適当な数の便所を有すればよいこととする。

⑥ 玄関帳場等の基準の緩和

厚生労働省令で定める基準を満たす設備（ビデオカメラによる顔認証による本人確認機能等

のICT設備を想定）を、玄関帳場等に代替する機能を有する設備として認めることとする。

このような旅館業法の改正等を受け、一般住宅も簡易宿所等として利用しやすくなりました。

京都等では歴史のある住宅である「町家」について、旅館業法の宿泊施設として複数の「町家」

を一体運営する事業が進められており、新しいビジネスモデルとして注目されています。

一方、「民泊」の法的制度は昨今の外国人観光客の増加や東京オリンピック開催時の宿泊需要

への対応のためスタートしましたが、以下、筆者の個人的な感想ですが、ホストである我々受け

入れ側にもゲストである観光客の一部にも「シェアリング・エコノミー」の意識の高まり（「民

泊」が宿泊の一般的な形態として社会的に認知されること）にはまだ少し時間がかかるような気

がしています。

３．民泊を営業するためには（届け出が必要です）

民泊新法の施行により、上記簡易宿所の営業許可を取得しなくても、オンライン上で、所定の

書面を添付して届け出ることにより、民泊を行うことができるようになりました。

ただし、施設が「住宅」であることを理由に特例的な取扱いを認めるものですので、対象施設

は、現に人が居住する家屋や賃借人を募集中の家屋等（別荘も含まれます）に限定されます。ま

た、届け出た施設について、常に宿泊施設として利用することは認めておらず（それでは「住

宅」とは言えなくなるため）、年間営業日数（宿泊させる日数で１泊２日の宿泊の場合は、営業

日数は１日と計算されます）は１８０日以内に限定されます。また、その他、空き家や空き室を民

泊に利用する場合等は、原則として、登録を受けた住宅宿泊管理業者が管理を行う必要がありま

す。小規模施設の場合、自ら住宅宿泊管理業者の登録を受けて管理することも可能ですが、前述

のとおり、民泊利用客は外国人が圧倒的に多いので、外国語に自信のある方でなければトラブル
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防止のためにも管理は委託した方が安全です。

また、札幌市内ではどこでも民泊の営業ができるわけではありません。札幌市の条例では、小

中学校などの周囲１００m以内の地域では、授業が行われる期間は実施が制限されます。また、第

一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層

住居専用地域では、静謐さが要求される祝日、土日、年末年始以外の期間は、民泊の実施が制限

されます。

実際の民泊の届け出については、ほかにも様々な制限等があり、未経験の方にはハードルが高

いこともありますので、民泊事業に詳しい行政書士に相談し、届け出の代行を依頼するのも良い

方法かもしれません。

４．民泊を営業するためには（営業の委託とインターネットのサイトへの登録が不可欠です）

民泊を運営するにあたって、次のいずれかに該当する場合は、住宅宿泊管理業務を住宅宿泊管

理業者（代行会社）に委託する必要があります。ただし、住宅宿泊事業者が住宅宿泊管理業者で

ある場合において、自ら住宅宿泊管理業務を行う場合については委託不要です。

① 届出住宅の居室の数が、５を超える場合

② 届出住宅に人を宿泊させる間、不在となる場合

なお、住宅宿泊管理業務の委託は、住宅宿泊管理業務の全部を契約により委託する必要があり

ます。また、委託しようとする住宅宿泊管理業者に対し、予め届出書および添付書類の内容を通

知する必要があります。

代行会社は鍵の受け渡しや貸室の清掃業務等、利用者（旅行者）へのサービスを直接担当する

ことになりますので、信頼できる業者を選定することが第一です。

また、お客様から予約をいただき、施設を利用していただくためにはインターネットサイトへ

の登録が不可欠です。

民泊がこのように増えるきっかけをつくったのが「Airbnb（エアービーアンドビー）」です。

「Airbnb」は、空き部屋を貸したい人と部屋を借りたい観光客とをマッチングするアメリカ発の

【民泊の仕組み】
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民泊仲介サイトです。宿泊したい旅行者と部屋を貸したい個人とをネットを通じてマッチングを

行います。

「Airbnb」が成長してくると、「STAY JAPAN」のように国内の物件に特化した民泊サイトも

複数誕生し、「Booking.com」や「楽天グループ」も民泊サイトに参入しはじめ、現在に至ってい

ます。

既存の住宅を民泊施設として営業するには住宅宿泊管理業者への委託やインターネットサイト

への登録だけで運営ができるわけではありません。利用者が魅力的に感じる施設へのインテリア

の改修。ベッドやソファー等の備品や家電の調達は必要不可欠となります。利用者はインター

ネットを利用して利用施設を選定しますので、魅力ある民泊施設としてどのように画像でPRで

きるかも、運営のための大きな要因です。

５．実際の民泊を調べてみる

実際に民泊のサイトで民泊物件をさがしてみました。

まず、大通公園徒歩圏の１LDKのマンションの民泊です。面積は記載されていませんが３０～

４０㎡程度と思われます。９月の平日で４人、２連泊で検索してみました。

■ 宿泊料：２５，０００円、清掃費：７，５００円、サービス料：４，６００円、合計：３７，１００円の物件が見

つかりました。１人１泊約４，６４０円で

す。

近くのホテルで検索してみますと、平日ツ

インルーム１泊１６，０００円（１人８，０００円）で

した。ホテルは朝食がついていましたので単

純比較はできませんが、民泊の方がリーズナ

ブルでホテルの部屋よりは広いので過ごしや

すいかもしれません。

この民泊施設において、１人１泊４，６００

円、平均３人で月１４日稼働すると１ヶ月の収

入は１９３，２００円となり、代行会社に２０％、民

泊サイトに３％のフィーを支払ったと想定し

た後の収益は１４８，８００円と試算されます。

札幌市中心部で築浅の１LDKを探すと、

共益費込みで８０，０００円程度ですので、札幌市

中心部では民泊の収益性が高いことがわかり

ます。

次に、旭川市郊外の戸建て住宅の民泊で

す。美瑛や富良野の観光拠点に最適な立地の

３LDKです。前記と同様、９月の平日で４

【札幌市中心部の１LDKの賃貸マンションを活用した宿
泊施設。リビング付の広い部屋が１人１泊５０００円程度
で利用が可能です】
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人、２連泊で検索してみました。

■ 宿泊料：２８，０００円、清掃費：５，０００円、サービス料：４，６００円、合計：３７，６００円の物件が見

つかりました。１人１泊約４，７００円です。

旭川市内や富良野市のホテルやペンションと比較しても、かなり安い料金で家族や友人と楽し

めます。特にホテルの客室とは異なり、広いリビングのついた戸建住宅を自分たちだけで使える

ので、ホテルで過ごすのとは違った楽しみ方が、できるのではないでしょうか。

※上記民泊の料金事例はあくまでも個別の事例であり、実際の民泊の料金は、物件の所在、建物の広さ、グ
レード等によりさまざまです。

６．空き家対策としての民泊

最後に、道内でも大きな問題となっている「空き家対策」の面から民泊を考えてみたいと思い

ます。

現在、人口減少が進む道内各地では、空き家対策の推進が必要とされています。

さまざまな理由で空き家となってしまった既存住宅の劣化を防ぎ、空き家対策特別措置法の

「特定空き家」に指定されることを防ぐ最も有効な手段は、空き家を活用することです。

民泊新法の施行や旅館業法の改正により空き家を民泊施設として利用しやすくなったのは事実

です。ただし、現実は、誰でもどこでも簡単に空き家を民泊施設として利用することが可能かと

言いますと、そうではありません。民泊の届け出、代行会社への委託契約、魅力ある宿泊施設へ

のリニューアル工事は当然必要ですし、ベッド、ソファー、家具、家電等の調達も不可欠です。

そして、何よりも宿泊してくれるお客様に来ていただけなければ事業にはなりません。

札幌市中心部の物件であれば、民泊需要も多く、代行会社を見つけるのも難しくありませんの

で、民泊利用は充分可能かもしれません（もっとも、札幌市中心部でマンションを民泊にするの

が「空き家対策」と言えるのかは判断が難しいところですが）。

一方、道内の地方都市の場合、一部の観光都市を除けば、当該地域への観光需要の惹起（積極

的な観光資源の整備、PR等）や優良な代行会社の育成等は、個人の民泊事業者が独自にできる

ことではなく、民泊事業の実施が難しい地域も多いのが実態です。

今後、道内で広域的に民泊事業を広めていくためには、民泊事業を希望する個人、民泊をサ

ポートする代行会社、そして地元自治体が一体となって推進していくことが不可欠です。

おわりに

ホテルや旅館に宿泊するのとは違う魅力を持つ「民泊」。地元の人とのふれあいや、その土地

でしかできない体験を通して忘れられない旅行になることもあるかもしれません。また、北海道

の場合、観光客数の季節変動が大きいため季節によりホテルの宿泊金額に差異がみられますが、

ホテルの宿泊金額がとても高くなるハイシーズンでも、民泊なら意外と安く宿泊できるかもしれ

ません。

今度は皆さんも家族や友人と一緒に、道内観光（もちろん北海道以外でも）の拠点として、民

泊施設を利用してみませんか。
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【開会式】 【会場の様子】

１．「インフォメーションバザール in Tokyo２０１９」の概要

北洋銀行は、９月５日、６日の２日間、首都圏最大規模となる道産食品の展示商談会「イン

フォメーションバザール in Tokyo２０１９」を東京の池袋サンシャインシティで開催しました。

この商談会は、当行と帯広信用金庫が主催するもので、全国に向けた販路拡大を希望する食関

連企業・団体と、地域色豊かな美味しい食材・商品を求めるバイヤーとの商談の場を提供するこ

とを目的に開催しています。

東京での開催１５年目となる今回は、道内各地から１６１社・団体、北海道外の行政・金融機関な

どの各種支援機関との連携により、道外からも５６社・団体に出展いただきました。

総計２１７社・団体が、道内外各地域の魅力溢れる食材・商品、隠れた逸品を取り揃え、来場し

た約３，８００名の首都圏スーパー・百貨店・飲食店などのバイヤーに積極的に売り込みました。

２．今年の「インフォメーションバザール」の特徴

今年の「インフォメーションバザール」の特徴を３点ご紹介します。

まず１点目は、特色豊かなコーナーの設置です。昨年に引き続き、北海道信用農業協同組合連

合会（JA北海道信連）との連携により、道内各地のJAが創意工夫した加工食品などに出会うこ

とができる「JAコーナー」を設置したほか、青森、静岡、京都、神戸、鹿児島の金融機関・団

体との連携により、北海道の枠を超えて、全国各地の逸品を紹介する地域コーナーを設けること

ができました。

２点目は、復興支援のための「観光PRコーナー」の設置です。昨年のインフォメーションバ

ザールでは、会期の初日に、北海道胆振東部地震が発生し、北海道内に甚大な被害がもたらされ

ました。地震発生からちょうど一年を迎えるにあたり、「元気な姿を見るために、ぜひ北海道に

お越しいただきたい」との思いを込め、会場内に北海道の観光PRコーナーを設けました。

また観光PRコーナーのすぐ隣には、２０２０年４月に白老町にオープンする「ウポポイ（民族共

インフォメーション

インフォメーションバザール in Tokyo ２０１９開催報告
～首都圏最大の道産食品商談会～

北洋銀行 地域産業支援部
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【JAコーナー】 【道外地域コーナー】

【観光PRブース】 【フードバンク寄贈品の回収】

生象徴空間）」の紹介ブースが並び、北海道の強みである「食」と「観光」を来場者に向けてア

ピールしました。

３点目は、「食品ロス削減」の取組みです。SDGsに食品ロスの半減が掲げられ、日本でも食品

ロス削減推進法が成立するなど、世界的に食品ロスの削減への関心が高まっています。そこで、

今年のインフォメーションバザールでは、食品ロス削減の取組みとして、ご出展者様に、会期終

了後にお手元に残った未利用食品サンプルのご提供を呼びかけ、フードバンク（注１）に対して食品

の寄贈を行いました。多くのご出展者様から食品の提供をいただくことができ、寄贈先のフード

バンクから感謝の言葉をいただくとともに、持続可能性に配慮した商談会を開催することができ

ました。

３．おわりに

私ども北洋銀行は、北海道に根ざした地方銀行として、食関連企業の販路拡大等のご支援を通

じて、北海道がもつ「食」の優位性をさらに引き出し、北海道経済を盛り上げていくことを使命

と考えています。

今後も、北海道の魅力を発信し続けるとともに、お客さまが今回得られた商談機会を確実にビ

ジネスに繋げられるよう、全力を挙げてサポートしていきます。

注１：フードバンクとは、企業や個人から食品の寄贈を受け、児童養護施設や生活困窮者のもとへ無償で再配
分する取り組みを行う団体です。
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＜図１ 中国の人口推移（予想）、百万人＞ ＜図２ ６５歳以上の人口割合（予想）、％＞

資料：国際連合World Population Prospects：The２０１９Revision

１．中国における高齢化と人口減少

近年、中国でも少子高齢化や人口減少の進行といったことが大きな課題となっています。

高齢化に関しては、中国国家統計局では、２０１８年で６５歳以上の高齢者人口は１億６，６５８万人と

全人口の１１．９％を占めるとしています。日本の総人口を上回る規模の高齢者の方々が生活してい

ることになります。

また、人口減少に関しては、政府系シンクタンクが２０２７年に人口減少に転じると予測している

ほか、既に人口減少が始まっているとする専門家もいます。

中国と言うと、１９７９年に始まった中国の「一人っ子政策」が想起されます。この政策のもとで

男性が多く誕生し、３０歳以下では男性が女性より３，３００万人も多くなっています。政策は２０１６年

に規制が緩和されましたが、子育ての経済的負担が大きいことを理由に二人以上の子を望む家庭

は少なく、出生率は政府の思惑通りには改善していません。

日本でも少子高齢化が進み、高齢者の医療・介護や労働力不足など多くの問題を抱えています

が、中国では２０１４年をピークに生産年齢人口（１５～６４歳）の減少が始まっており、日本と同様の

問題が現実のものとなりつつあります。

国連の人口推計では、中国の総人口は２０３０年頃に１４．６４億人をピークに減少すると予測されて

います。これは日本より約２０年遅れとなるものですが、中国での少子高齢化の進行をはじめ、歪

んだ男女比の問題や結婚の動向、出生率次第では、人口減少が推計より早くなることも考えられ

ます。

６５歳以上の人口割合を見ると、中国も日本も大戦終了後の１９５０年頃では５％を下回る水準でし

たが、日本では、１９９４年には１４％を超える「高齢社会」（１）へ、そして２００７年には２１％を超える

アジアニュース

中国・大連市における高齢者産業の動向について
大連駐在員事務所

明田 康宣

（１）国連の定義では、６５歳以上の人口比率が７％を超えた社会を「高齢化社会」、１４％を超えると「高齢社
会」、２１％を超えると「超高齢社会」とされている。
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＜表１ 大連市の概要＞

「超高齢社会」へと移行しています。一方、中国では２０２５年には「高齢社会」へ、２０３５年には

「超高齢社会」へと移行するのではないかと予測されています。

中国での「超高齢社会」への移行は日本の約３０年遅れとなりますが、日本に比べスピードが速

く、高齢者人口の規模は日本とは桁違いと言えます。（２）

２．大連市の概要

大連市は、遼東半島の最南端に位置

する港湾都市で東北地方最大の工業生

産値を誇ります。「遼寧沿海経済帯発展

計画」の核心地域として位置づけら

れ、２０１４年に東北地方唯一の国家級新

区「金普新区」の設立が批准されまし

た。対外開放の最前線として新興産業

が集積し、石油化学、設備製造や電子

情報産業の分野で世界各国から企業が

進出しているほか、生物医薬品などの

新興産業や現代サービス業も発展し、２０１７年の経済成長率（実質）は７．１％となっています。歴

史的にも経済的にも日本との縁が非常に深く、豊富な日本語人材を有し、日系企業の進出数は世

界第３位となっています。

同市の人口は、２０１７年で約５９５万人となっていますが、前年に比べて７千人減少しています。

高齢化の進行に関しては、１９８７年に６５歳以上の人口が７％を超えており、全国に比べて１３年速く

高齢化社会に突入しています。２０１７年での６５歳以上人口は、総人口の１６．２％を占める９６．３万人と

なっており、介護が必要とされる高齢者は増加傾向にあるものと思われます。

３．中国の高齢者対策

中国政府では、高齢化が進んでいる問題について様々な対策を進めています。

１９９６年１０月の「中華人民共和国老人権益保障法」では、高齢者福祉に対する国家の責務を規定

するとともに、老人権益や高齢者事業の発展に関する基本的な考えが示されました。

２０１１年から高齢化対策を本格化させ、２０１７年の「第１３次５カ年国家老齢事業発展と養老体系建

設計画の通知」では、社会保険制度として「長期介護保険制度の整備」について言及されていま

す。また、養老サービス体系の整備では、在宅社区（３）養老サービスの強化と効率化を狙い公立施

設の民営化や民間企業の参入を奨励しているほか、医療と介護の結合によるリハビリ病院の設置

など産業全体の品質向上を図ることとしています。

（２）中国では法令上、高齢者の定義は６０歳以上となっているが、ここでは日本との比較のため、６５歳以上で
整理している。

（３）社区とは、地域社会のことをで、コミュニティ全体をさしている。
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＜図３ デイサービス施設の価格表（例）＞

資料：大連市甘井子区魅力社区養老サービスセンター取材時

４．大連市の政策

当事務所がある大連市は、中央政府によって介護福祉改革のモデル地域（４）として選定されまし

た。それを受けて、大連市政府は２０１７年２月に「社区在宅養老サービス“林海モデル”の普及に

関する通知」を交付し、官民連携によるサービスの普及に乗り出しました。

具体的には、介護施設の建設を政府が支援し、養老サービスを民間が提供する「公設民営」に

よるサービスの提供です。２０１８年には「在宅及び社区養老サービスモデルセンター建設指導標

準」、「養老サービスの全面開放と質向上の実施意見」などが公表され、規格の整備や対外開放・

公設民営制度の普及が進み、多くの企業が高齢者産業に進出してきました。日系企業も公設民営

制度を活用して、新たに介護施設を開業しています。

中国では日本と異なり、公的な介護保険制度が整備されていないため、介護にかかる費用につ

いては基本的に個人が負担（年金や家族の支援などでの対応）することになります。

そのため、施設毎に提供するサービスと価格の設定を行う必要があるほか、利用者の支払い能

力を見極める必要があります。また、「要介護」「要支援」などの概念や区分がなかったため（５）、

利用者の状態を確認し、個別に価格を決定しているところが多いようです。日系の介護施設で

は、「要介護」「要支援」の考えに基づき、利用者の状況を判断し価格を設定しています。

（４）介護福祉改革のモデル地域として、大連市のほかに北京、天津、上海など中国全土で２８地域が指定され
ている。

（５）２０１９年８月２７日に、中央政府より要介護認定の統一基準制定と介護士の育成強化について発表された。
今後、要介護認定については０～４級の５段階評価とされることになる。
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【デイサービスが主目的の施設】 【介護付き有料老人ホーム】

サービス デイサービス、入浴介護、ショートス
テイ、食事提供、施設送迎

入浴介護、食事提供、リハビリ、健康
管理、レクリエーション

価 格 日帰利用：１２０～３００元／日（６）
短期入所：３，５００～８，０００元／月
介護度、入居部屋、利用設備による違
いや夜間割増設定あり。

入居費用：７，０００～１２，０００元／月
介護度、入居部屋、利用設備による違
いあり。

職員数、給与 ６名（３or４交代制、平均年齢は３０歳
以下）。
技能職員の給与は４～５千元。

入居者３人に対し１人の介護職員また
は看護職員配置を基準（日本同様）。
２～３交代制、平均年齢は３０歳以下。
技能職員の給与は４～５千元。

受入許容量 ベッド数：約２０～３０床 定員：約２０名

施設利用率 受入許容量の６割以下 受入許容量の７割前後

特徴、課題 ・管理者は日本の介護施設に勤務した
経験を持つ中国人。
・一般的に職員の定着率が低い傾向に
ある。一定の技能を身に付けた後、
より良い待遇を求めて転職する職員
も多い。
・日本品質である事をPRしている。

・介護指導者が日本の有資格者。日本
での介護施設勤務経験を持つ中国人
も所属。
・職員の定着率は比較的安定。
・日本品質であることがPRになって
いる。

政府の補助 建物、内装費の一部、人件費の一部 建物、内装費の一部、人件費の一部

＜表２ 日系企業による介護施設の運営事例＞

５．日系企業による介護施設の運営

大連市では「公設民営」制度を利用している施設が多く、一定期間、人件費の一部も補助金で

支給されているケースもあり、投資環境は恵まれていると言えます。現地を視察した印象では

「介護付き有料老人ホーム」は相応に入居者が集まっているものの、「デイサービス」は苦戦して

いるように思われました。その背景には、「親の面倒を子が見るのは当然」との認識が根強く、

近隣住民に施設の利用を悟られやすいデイサービスの利用を避けていることがあるようです。

日系企業が運営している養老施設の事例についてご紹介します。介護支援サービスについて

は、基本的に日本のノウハウを持ち込んでいますが、現地の法令や事情に応じて、その内容はア

レンジされています。例えば、施設の食堂やコミュニティースペース等は広く一般開放されてお

り、地域住民の利用も多くなっています。また、どの企業も職員の教育やキャリアアップに課題

があると考えており、早期に複数の施設を開設し、育てた人材の活躍の場を広げ、定着率の向上

を図っていきたいと考えているようです。

（６）２０１９年１０月１日現在で、１元＝１５．１５円
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＜写真１ バイタルデータ収集＞ ＜写真２ 位置情報確認センサー＞ ＜写真３ 見守りサービス＞

６．ITの活用

介護サービスを受けている方の健康管理や安全・安心の確保、経営の効率化を図るため、ITの

導入が積極的に検討されています。

① 睡眠状態の管理

睡眠の質や心拍数、呼吸等のデータを収集し、健康管理に役立てようとしています。バイタ

ルデータを収集し介護に役立てようとする動きは、日本でも行われていますが、介護業界とIT

業界が定例的に会合の場を持って新商品の開発を進めていこうとする姿勢は中国の方が熱心な

気がします。

② 位置情報確認センサー

入居者が徘徊した際の早期発見を主な目的として介護付き老人ホームの施設内に一定間隔で

設置されていました。身につけたリストバンド等に内蔵されたICをセンサーが感知し、事務室

のパソコン等で入居者の現在位置の確認のほか、いつどこにいたかを把握できるようにしてい

ます。

③ スマートフォンによる見守りサービス

施設内に設置されたカメラの映像を、手元のスマートフォンで確認することでき、会話も可

能です。様子がおかしければ必要な指示を外出先からでも行うことができます。日本ではプラ

イベートの侵害などで色々と問題になりそうですが、施設がしっかり介護しているかを家族が

確認する手段にもなっているとのことです。
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７．終わりに

中国の高齢者産業はここ数年、急速にクローズアップされてきました。

現在は、手探りをしながらノウハウを蓄積している段階であり、終末期医療や介護について、

日本の医療関係者や介護施設からの協力を必要としている施設が多くあります。

また、認知症に対する知識や理解が一般に浸透していないことや、至れり尽くせりとすること

が介護という考え方も残っており、自立支援を中心とした日本の考え方が広く浸透するには、も

う少し時間がかかると思われます。

日系企業の進出から日が浅いこともあり、成功事例はまだありませんが、「事前調査」「習慣や

文化の理解」「ビジネス意識」は必要と考えています。

日本の１０倍以上の人口を抱える中国ですが、所得格差の問題もあり、高齢者人口がそのまま市

場規模とはなりません。試験的に進められている長期介護保険の運用（７）が中国全土で開始された

場合、市場の景色はまた変わると思いますが、今後もたくさんの新規事業者が参入し、やがて淘

汰されていくのだろうと考えています。

施設利用者への取材を通じて感じたことは、北海道内で活躍している企業のように、「人間の

幸福」という視点を持つ企業こそが必要とされているということです。

最後になりますが、北洋銀行大連事務所では、中国の市場動向や企業との取引などについて、

興味をお持ちのお客様のお役に立てるよう活動しております。遠慮なく銀行の国際部や最寄の営

業店にご相談下さい。大連事務所スタッフ一同、最大限の努力で、期待に応えてまいりたいと考

えております。

（７）長期介護保険の運用は、青島、長春、成都など、中国全土の１５都市において試験的に実施されている。
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経済コラム 北斗星

消費税率引き上げの波紋
１０月１日から、予定どおり消費税の税率の引き上げ（原則８％から１０％へ）が実施され

た。今回の消費増税に際しては、景気とりわけ個人消費へのマイナスの影響を極力回避する

ため、様々な負担軽減策（飲食料品・新聞の定期購読料に対する軽減税率の適用、キャッ

シュレス決済を行った場合のポイント還元制度、住宅ローン減税の適用期間延長、自動車税

にかかる減税措置、幼児教育の無償化など）がとられた。本措置は、２０１４年４月の前回引き

上げ（５％から８％へ）の時に、かなりの駆け込み需要が発生し、増税後に大きく個人消費

が落ち込んだことを踏まえたものである。すなわち、前回の増税に伴う家計負担の増加額は

約８兆円とされているのに対し、今回の家計負担額はネットで２兆円程度（軽減措置の影響

を除いたトータルの負担額は約５．２兆円）と試算されている。新聞報道によれば、上記負担

軽減策の実施に伴い、駆け込み需要はトイレットペーパー、酒類、化粧品、百貨店の高級ブ

ランドなどの売り上げが前年比伸びたものがみられるものの、大勢は大きな混乱なく推移し

ている模様である。

それにもかかわらず、消費増税引き上げの直前の新聞報道は、連日消費増税に関する大き

な囲み記事で賑わった。報道の主体は、軽減税率が適用される範囲や複雑なポイント還元制

度の仕組み（対象となる店舗、対象となるキャッシュレス決済の範囲等）の解説であった。

そもそも課税制度は、「簡素、中立、公平」であるべきとされる。その点、今回の措置は、

効率的な消費税の要件である「簡素で広い課税べース」という理想から、複数税率の導入に

より効率の面では一歩後退と思われる。経済協力開発機構（OECD）の調査によれば、これ

まで我が国の収税効率（実際の税収額÷徴収されるべき税収額）は、ニュージーランド、ル

クセンブルクなどに次ぐ世界第４位の上位に位置づけられているという（９月２６日付、日本

経済新聞、消費増税実現後の課題＜中＞参照）。今後は消費税の持つ逆進性軽減という政策

目標と税制の効率化の二律背反的な側面に十分留意していく必要がある。

制度の複雑化といえば、食品の軽減税率適用範囲について、持ち帰りは８％で店内や店頭

の施設で食べると１０％の税率適用との線引きが大きな話題となったが、ここまでやらなけれ

ばならない理由が今一つ理解できない。また、キャッシュレス決済に伴うポイント還元制度

も、明年６月までの時限措置であることを含め、何故、ポイント還元の対象となる店舗を中

小企業（資本金５０百万円、従業員５０人以下）に限定するのか。立ち遅れている我が国の

キャッシュレス決済の推進策であれば、消費増税と絡めることは不必要ではないか。

ところで、今回の消費増税で一番危惧されるのは、財政の収支バランス改善（財政健全

化）という目標が、すっかり忘れられているのではないかということである。与党は景気へ

の影響や税の逆進性是正を理由に大幅な家計負担の軽減策を図る一方、野党は今国会に於い

て、消費増税のタイミングの悪さや、消費税率の引き下げを今後主張していくという。何れ

も財政の大幅赤字という問題に対する真摯な取り組みを欠いた姿勢と言わざるをえない。

（令和元年１０月８日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 ９９．７ △２．４ ９９．８ △０．８ ９９．７ △０．９ ９９．６ △１．０ ９２．６ △４．７ ９５．２ ０．２
２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２

２０１８年４～６月 １００．０ ０．７ １０４．３ ０．８ １００．４ ０．０ １０３．６ １．４ １０２．９ ０．１ １０１．６ △１．９
７～９月 ９５．８ △４．２ １０３．６ △０．７ ９６．８ △３．６ １０２．４ △１．２ １０２．１ △０．８ １０２．０ ０．４
１０～１２月 ９９．０ ３．３ １０５．０ １．４ ９８．８ ２．１ １０３．４ １．０ １０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９

２０１９年１～３月 ９７．５ △１．５ １０２．４ △２．５ ９６．４ △２．４ １０１．２ △２．１ １０６．１ ０．９ １０３．８ ０．９
４～６月 ９５．８ △１．７ １０３．０ ０．６ ９５．４ △１．０ １０２．２ １．０ １０５．７ △０．４ １０４．７ ０．９

２０１８年 ８月 ９８．４ △１．２ １０３．６ △０．２ ９９．５ △０．８ １０３．０ ０．９ １０２．５ ０．８ １０１．８ △０．１
９月 ８９．５ △９．０ １０３．５ △０．１ ９０．７ △８．８ １０２．１ △０．９ １０２．１ △０．４ １０２．０ ０．２
１０月 ９８．８ １０．４ １０５．６ ２．０ ９８．７ ８．８ １０４．４ ２．３ １０４．９ ２．７ １０１．５ △０．５
１１月 ９８．９ ０．１ １０４．６ △０．９ ９９．７ １．０ １０２．８ △１．５ １０３．９ △１．０ １０１．６ ０．１
１２月 ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ １０５．２ １．３ １０２．９ １．３

２０１９年 １月 ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ １０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９
２月 ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ １０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 ９７．０ △１．８ １０２．２ △０．６ ９５．７ △２．５ １００．９ △１．３ １０６．１ １．９ １０３．８ １．４
４月 ９５．６ △１．４ １０２．８ ０．６ ９５．０ △０．７ １０２．７ １．８ １０３．１ △２．８ １０３．８ ０．０
５月 ９７．２ １．７ １０４．９ ２．０ ９６．３ １．４ １０４．０ １．３ １０４．５ １．４ １０４．３ ０．５
６月 ９４．６ △２．７ １０１．４ △３．３ ９５．０ △１．３ ９９．８ △４．０ １０５．７ １．１ １０４．７ ０．４
７月 r ９３．９ △０．７ １０２．７ １．３ r ９３．７ △１．４ １０２．５ ２．７ r１０７．１ １．３ １０４．５ △０．２
８月 p９３．２ △０．７ １０１．５ △１．２ p９２．３ △１．５ １０１．２ △１．３ p１０２．４ △４．４ １０４．４ △０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年４～６月 ２３１，２１５ ０．７ ４７，２６０ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２３６ ０．４ ３１，９７９ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３
４～６月 ２３２，０４７ ０．４ ４６，９６２△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９５８ △２．１ １８７，０１０ １．０ ３２，００４ ０．１

２０１８年 ８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４
４月 ７６，５２５△０．７ １５，３５４△１．４ １４，６２４ △３．２ ４，８９４ △２．２ ６１，９０１ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３１△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８４９ △１．９ ６２，３７０ ０．９ １０，７８３ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９７７△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２１６ △２．２ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４２△４．５ １５，９０９ △５．２ ５，４１２ △３．７ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８８９ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７４ １．３ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１１月号

ｏ．２８０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３７　主要経済指標  2019.10.16 15.44.09  Page 33 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０７０ ２．９ ６４，８５８ ５．２ １５，９５４ ６．１ ３６，９５０ ０．６ ８，６０９ △２．０
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７
４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５５９ ４．９ ６８，３９５ ５．５ １６，７４８ ５．０ ３７，６４２ １．９ ８，５９５ △０．２

２０１８年 ８月 １１，３９６ ３．１ ３，４９９△１．７ ２３，１６２ ４．０ ５，４３６ ５．４ １１，２３４ △０．１ ２，７３７ △１．４
９月 １２，００１ １２．０ ３，３８１ ７．３ ２２，２１８ ５．３ ５，１４３ ４．８ １１，７６７ ２０．２ ２，５９０ ３．３
１０月 １０，８３５ １．８ ３，０９９ ０．０ ２１，６２４ ２．７ ５，３２１ ６．３ １１，５３２ ５．０ ２，７４４ ５．６
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１△１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５
４月 １０，６８７△１．０ ３，３５４ ０．６ ２２，４４０ ４．５ ５，４７８ ３．３ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４６６ ７．０ ２２，３７９ ６．３ ５，６１７ ６．１ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７３８ ６．９ ２３，５７６ ５．６ ５，６５４ ５．５ １１，６５３ ２．０ ２，６８５ ０．０
７月 １２，３４５△４．３ ４，０３７△１０．６ ２３，２６２ ４．２ ５，７７３ １．８ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１０８ １７．４ ２４，２５９ ４．７ ５，７８７ ６．５ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７

２０１８年 ８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ １５０ ４．８
４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ r ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ p １４３ △２０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１１月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８

２０１８年４～６月 １０，５６４ △５．７ ２，４５０ △２．０ ５６２ △１４．４ １２，１４６ △２．０ ２５，５７７ ８．０
７～９月 １０，１１７ △４．１ ２，４６４ △０．２ ５２８ △２２．３ １２，１８５ △０．４ ２６，７０９ ４．８
１０～１２月 ９，６１０ △１．０ ２，４５９ ０．６ ４８２ １４．６ １１，６４７ １．１ ２４，２１０ ２．０

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１

２０１８年 ８月 ３，４２２ ３．５ ８１９ １．６ １３４ △３８．９ ３，８３３ △７．６ ８，６３４ １２．６
９月 ３，１５３ △１３．７ ８１９ △１．５ １９７ △１８．１ ４，０２９ △５．７ ９，８５１ △７．０
１０月 ３，８４６ ５．３ ８３３ ０．３ １６７ △８．３ ４，０８０ ０．１ ７，７６２ ４．５
１１月 ３，１７９ △８．０ ８４２ △０．６ １４７ １１．２ ３，７０９ △８．８ ７，７４４ ０．８
１２月 ２，５８５ △０．６ ７８４ ２．１ １６９ ５７．７ ３，８５８ １４．１ ８，７０５ ０．９

２０１９年 １月 １，４６６ ３．９ ６７１ １．１ ９４ ４２．９ ３，６２２ １．８ ６，６９４ △２．９
２月 １，５６１ １３．７ ７２０ ４．２ ９３ ６５．７ ３，４７２ △１１．８ ７，５２１ △５．５
３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７
４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５
５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７
６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３
８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３

２０１８年４～６月 ４６，５１２ △５．５ １４，６８５ △１１．６ １７，５７１ △４．８ １４，２５６ ０．８ ９８８，１１４ △１．８
７～９月 ４５，４６８ △２．５ １５，４９８ ３．２ １５，７３５ △７．６ １４，２３５ △２．５ １，０７５，２８４ ０．９
１０～１２月 ３７，３９１ ０．３ １３，１４６ ７．２ １２，３４８ △３．１ １１，８９７ △３．０ １，０２３，８５１ ５．１

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１

２０１８年 ８月 １２，７４０ △４．０ ４，３８８ ４．９ ４，３９８ △１４．６ ３，９５４ ０．４ ３０２，３４０ ４．０
９月 １５，５６４ △６．６ ５，４２４ △１．４ ４，８４０ △１０．８ ５，３００ △７．７ ４０４，０５７ △３．３
１０月 １３，６８２ ９．６ ４，５８４ １４．０ ４，５１６ ６．４ ４，５８２ ８．７ ３４６，８７４ １１．６
１１月 １２，８２３ △２．８ ４，７３３ １５．４ ４，３０４ △７．２ ３，７８６ △１５．１ ３５７，３０７ ７．４
１２月 １０，８８６ △６．０ ３，８２９ △７．５ ３，５２８ △８．７ ３，５２９ △１．６ ３１９，６７０ △３．２

２０１９年 １月 １１，３１５ △３．３ ３，８５６ ０．３ ３，５２０ △３．５ ３，９３９ △６．６ ３４２，４７７ ０．９
２月 １３，８７７ １．６ ４，９３３ ２．３ ４，１５５ ０．１ ４，７８９ ２．１ ４０１，３７６ △０．１
３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３
４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３
５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４
６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９
８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．５
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４６ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．５
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４

２０１８年 ８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．５
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．４
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．４
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５
４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ － ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ － ２．３

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６２ △１６．２ ２，１０７ △３．７ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６

２０１８年 ８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６
４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年１１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ １，１３２，８３４ △１６．１ ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２２２ △３．５ ９８２，７０８ △１３．３ ６７５，４８８ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５１ ０．８ ８０７，０９５ １．９ １，４３２，３４０ １４．３ ８２３，０４１ ７．２

２０１８年４～６月 １００，９８７ １０．６ ２０２，０３０ ７．５ ３１８，２６０ １１．７ １９４，３１６ ７．５
７～９月 ９９，４０９ ４．３ ２０１，５２６ ２．９ ３４６，７４０ ２５．３ ２０７，０３９ １２．４
１０～１２月 １０２，８６８ １．９ ２１１，９２４ １．３ ４３４，２２２ ３５．６ ２２４，４３５ １１．２

２０１９年１～３月 ８０，９８８ △１３．６ １９１，６１６ △３．９ ３３３，１１８ △１０．４ １９７，２５１ △２．０
４～６月 ７０，０１３ △３０．７ １９０，８０１ △５．６ ３３０，３０５ ３．８ １９４，０９２ △０．１

２０１８年 ８月 ３９，０９０ １４．８ ６６，８７８ ６．５ １５７，９０７ ６８．６ ７１，３５９ １５．４
９月 ２８，４６３ △１．９ ６７，１６８ △１．４ ８７，３９１ △４．３ ６５，９２７ ７．１
１０月 ３５，２２４ １２．１ ７２，４３５ ８．２ １１５，８５１ ２２．４ ７６，９９７ ２０．０
１１月 ３７，２０２ １３．７ ６９，２７１ ０．１ １３７，２０６ ３５．６ ７６，６６２ １２．５
１２月 ３０，４４２ △１７．３ ７０，２１８ △３．９ １８１，１６５ ４５．７ ７０，７７５ １．９

２０１９年 １月 ２５，４５５ △１０．９ ５５，７４７ △８．４ １２２，４２４ △７．７ ６９，９２４ △０．６
２月 ２７，３２０ △１１．９ ６３，８４９ △１．２ １１４，２０５ △０．６ ６０，５３４ △６．５
３月 ２８，２１３ △１７．４ ７２，０２０ △２．４ ９６，４８８ △２２．２ ６６，７９３ １．２
４月 ２７，２６６ △３４．０ ６６，５８９ △２．４ １３４，４９９ ２４．５ ６６，０５４ ６．５
５月 １８，３１６ △３８．４ ５８，３５３ △７．８ １１５，９７４ △１０．０ ６８，０５５ △１．４
６月 ２４，４３１ △１８．３ ６５，８５８ △６．６ ７９，８３２ △１．８ ５９，９８３ △５．２
７月 ３８，４５６ ２０．７ ６６，４３４ △１．５ r １００，０３３ △１．４ r ６８，９５７ △１．１
８月 ２２，５１８ △４２．４ ６１，４１２ △８．２ p ９６，３９９ △３９．０ p ６２，８４８ △１１．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，９３９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９５８ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８５，４７２ ３．０
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９

２０１８年４～６月 １６１，８０６ ３．３ ７，７９４，７５９ ４．２ １０１，９７５ ３．１ ４，９１３，０８９ ３．０
７～９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０～１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年１～３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４～６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９４ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３

２０１８年 ８月 １６０，３１１ １．５ ７，７１３，１５１ ２．４ １０２，４９２ ２．６ ４，９１０，９９９ ３．０
９月 １６０，６４０ ２．４ ７，７３７，２００ ２．９ １０１，８７３ １．４ ４，９５５，３０８ ３．０
１０月 １５９，８４５ ２．０ ７，７２７，９１５ １．８ １０２，４５１ １．８ ４，９３２，５４２ ２．９
１１月 １６１，５２３ ２．６ ７，７６７，８８５ １．７ １０２，８７７ １．５ ４，９６０，５９１ ３．１
１２月 １６２，９８３ ２．２ ７，７５４，２２８ ２．０ １０３，５５８ １．３ ５，００２，１７７ ２．９

２０１９年 １月 １６１，１２４ ２．５ ７，７４５，３６９ １．６ １０３，１５９ １．１ ４，９７５，１７１ ２．６
２月 １６１，５４２ ２．３ ７，７３２，４０６ １．３ １０３，５８６ １．０ ４，９７５，１７７ ２．７
３月 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７６ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
４月 １６５，６６４ ３．１ ７，９２０，３８７ １．１ １０３，４３４ ２．０ ５，０３７，０２７ ３．０
５月 １６５，０２４ ２．９ ７，９１１，８１６ ０．９ １０４，０１１ ２．８ ５，００９，４９８ ２．７
６月 １６５，４０３ ２．２ ７，８７７，３９４ １．１ １０４，２９４ ２．３ ５，０２７，７１９ ２．３
７月 １６３，７８４ ２．８ ７，８７４，９３０ １．９ １０４，５５６ ２．４ ５，０１９，９９７ ２．２
８月 １６５，６０８ ３．３ ７，８６４，５０９ ２．０ １０５，５４２ ３．０ ５，０２０，３５０ ２．２

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年１１月号
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●道内経済の動き
●道内企業の経営動向調査
（２０１９年７～９月期実績、２０１９年１０～１２月期見通し）

●経営のアドバイス
北海道の「民泊」の現状と、空き家対策としての
「民泊」
●インフォメーションバザール in Tokyo２０１９
開催報告
●アジアニュース
中国・大連市における高齢者産業の動向について
●経済コラム 北斗星
消費税率引き上げの波紋
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